（様式２）

事業実績
	１　過去５年間の中小企業等に対する省エネ診断等の脱炭素経営に係る支援の実績

（事業名、発注機関名、契約期間、概要）

	事業名
	発注機関名
	契約期間



	概要



	２　委託業務に必要な知識・情報の保有状況

	内容
（保有している本事業に活用可能な知識・情報）



（備考）実績が複数ある場合は、欄を複数作成して、国や地方公共団体が発注した業務実績を優先的に記載してください（最大10業務。複数ページ可）。
　　　　正本には実績に記載した内容が確認できる書類（契約書表紙の写し等）を添付すること。

（様式３）

事業実施体制
	
	予定者名
	所属・役職
	資　　格

	
	
	
	資格の名称

（専門分野の名称）
	取得年月

	管理技術者
	
	
	
	

	担当技術者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　担当技術者が複数の場合は担当する分野も記入し、主たる担当技術者の氏名に◎を付す。
２　資格欄には、取得している資格名（エネルギー管理士、技術士等）及び（　）内書きで専門分野、取得年等を記入する。

（様式４）

事業実施計画
１　本事業実施にあたっての基本的な考え方
	※　本事業を実施するに当たって、何が重要であり、ポイントは何であると考えるか、貴社(貴団体)の考え方を記載してください。また、事業の全体事業計画、スケジュールを記載してください。



２　事業の実施における環境配慮性
	※　事業の実施におけるSDGsを踏まえた環境への配慮事項等について、具体的に記載してください。



３　ワンストップ相談窓口の設置方法
	※　ワンストップ相談窓口の人員配置等、受付体制について、具体的に記載してください。




４　プラットフォーム運営会議の開催補助
	※　プラットフォーム構成機関にとって有意義な会議となるよう、開催補助内容について、具体的に記載してください。




５　支援企業等へのアンケート調査等の実施方法
	※　調査内容や調査結果のとりまとめの分析、活用方法について、具体的に記載してください。



６　伴走型省エネ診断の実施方法
	※　伴走型省エネ診断をどのように実施するかを具体的に記載してください。



７　炭素経営体制構築コンサルティング支援の実施方法
	※　炭素経営体制構築コンサルティング支援をどのように実施していくかを具体的に記載してください。また、ハンドブック等の作成方法及び内容について、具体的に記載してください。



８　その他
	※　その他、本事業の付加価値や成果の高まりが期待できる提案者独自の追加提案等があれば記載してください。




各提案項目について、その内容に応じて、適宜、枠の拡大等を行うこと。
（様式４は任意様式での提出も可）
（様式５）

経費積算書

	区分
	細目
	積算額
	備考

	１　人件費
	
	
	

	２　物件費

（人件費以外）
	
	
	

	３　その他原価、

一般管理費等
	
	
	

	小計
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	

	合計
	
	


※委託費の限度額は16,033,000円（税込み（税率10％））とし、主な項目は以下のとおりとする。

１　人件費

　　・本事業に係る人件費
２　物件費

　　・交通費、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費、その他本事業の実施に必要な物件費

[image: image1.emf]※実績件数に応じて、支払額を減額することがある。  


企画提案書









